
障害者総合支援法 事業者ハンドブック 報酬編〔２０２４年版〕 

報酬告示と留意事項通知 

－ 追 補 － 
 

本書の発行後、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定関連通知の正誤について（その６）」（令和６年８月２９日厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定関連通知の正誤について（その７）」（令和７年１月２９

日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）が発出され、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項

について」（平成１８年１０月３１日障発第１０３１００１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の一部訂正が行われました。 

これに伴い、本書収載内容に係る補正情報を次のとおりまとめましたので、本書とあわせてご活用ください。 

（2025年 2月 7日更新） 

 

第２巻 報酬の算定基準 

該当頁 該当箇所 訂正後 訂正前 備考 
     

ｐ.18 ⒀業務継続

計画の策定

等の取組が

適切に行わ

れていない

場合の所定

単位数の算

定について 

② 算定される単位数 

㈡ 〔前略〕 

なお、当該所定単位数は、各種加算（障

害福祉サービス費等の報酬算定構造表にお

いて当該減算より左に規定されている加算

を除く。）がなされる前の単位数とし、当該

各種加算を含めた単位数の合計数に対して

100 分の 1 となるものではないことに留意す

ること。 

② 算定される単位数 

㈡ 〔前略〕 

なお、当該所定単位数は、各種加算（障

害福祉サービス費等の報酬算定構造表にお

いて当該減算より左に規定されている加算

を除く。）がなされる前の単位数とし、当該

各種加算を含めた単位数の合計数に対して

100 分の 10 となるものではないことに留意

すること。 

2025/02/07 

更新 

     
     

ｐ.323 ❿施設入所

支援 

留意事項通

知〔第二の

２⑼⑤〕 

●重度障害者支援加算の取扱いについて〔第二

の２⑼⑤〕 

㈠ 報酬告示第９の３のイの重度障害者支援

加算(Ⅰ)については、昼間、生活介護を受

ける利用者に対する支援が１日を通じて適

切に確保されるよう、指定障害者支援施設

●重度障害者支援加算の取扱いについて〔第二

の２⑼⑤〕 

㈠ 報酬告示第９の３のイの重度障害者支援

加算(Ⅰ)については、昼間、生活介護を受

ける利用者に対する支援が１日を通じて適

切に確保されるよう、指定障害者支援施設
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更新 



基準に規定する人員配置に加えて、常勤換

算方法で１人以上の従業者を確保した場合

に、指定障害者支援施設等ごと（サービス

提供単位を複数設置している場合にあって

は当該サービス提供単位ごと）に生活介護

に係る全ての利用者について加算するもの

である。なお、報酬告示第９の３の注１中

「医師意見書により特別な医療が必要であ

るとされる者」とは、医師意見書における

特別な医療に係る項目（当分の間、「褥瘡の

処置」及び「疼痛の看護」を含める取扱い

とする。）中、いずれか１つ以上に該当する

者とする。なお、「これに準ずる者」とは、

「医師意見書により特別な医療が必要であ

るとされる者」以外の者であって、経管栄

養（腸ろうによる経管栄養又は経鼻経管栄

養に限る。）を必要とする者とする。 

  なお、重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定し

ている指定障害者支援施設等において、重

度障害者支援加算(Ⅱ)及び重度障害者支援

加算(Ⅲ)は算定できないものであること。 

㈡ 報酬告示第９の３のロの重度障害者支援

加算(Ⅱ)については、次のアからウまでの

いずれの要件も満たす指定障害者支援施設

等において、区分６に該当し、かつ、行動

関連項目合計点数が 10 点以上である利用者

に対し、指定施設入所支援等を行った場合

に算定する。 

 ア （略） 

 イ 指定障害者支援施設等に配置されてい

るサービス管理責任者又は生活支援員の

うち１人以上が、強度行動障害支援者養

成研修（実践研修）修了者（以下この⑤

において「実践研修修了者」という。）で

あること。また、当該施設において実践

基準に規定する人員配置に加えて、常勤換

算方法で１人以上の従業者を確保した場合

に、指定障害者支援施設等ごと（サービス

提供単位を複数設置している場合にあって

は当該サービス提供単位ごと）に生活介護

に係る全ての利用者について加算するもの

である。なお、報酬告示第９の３の注１中

「医師意見書により特別な医療が必要であ

るとされる者」とは、医師意見書における

特別な医療に係る項目（当分の間、「褥瘡の

処置」及び「疼痛の看護」を含める取扱い

とする。）中、いずれか１つ以上に該当する

者とする。なお、「これに準ずる者」とは、

「医師意見書により特別な医療が必要であ

るとされる者」以外の者であって、経管栄

養（腸ろうによる経管栄養又は経鼻経管栄

養に限る。）を必要とする者とする。 

 

 

 

 

㈡ 報酬告示第９の３のロの重度障害者支援

加算(Ⅱ)については、次のアからウまでの

いずれの要件も満たす指定障害者支援施設

等において、区分６に該当し、かつ、行動

関連項目合計点数が 10 点以上である利用者

に対し、指定施設入所支援等を行った場合

に算定する。 

 ア （略） 

 イ 指定障害者支援施設等に配置されてい

るサービス管理責任者又は生活支援員の

うち１人以上が、強度行動障害支援者養

成研修（実践研修）修了者（以下この⑤

において「実践研修修了者」という。）で

あること。また、当該施設において実践



研修修了者を配置し、かつ、利用者の中

に行動障害を有する者がいる場合は、当

該利用者に係る支援計画シート等を作成

すること。 

   なお、支援計画シート等については、

対象となる利用者に対して関係者間で必

要な情報を共有し、一貫性のある支援を

行うために、1 日の活動の支援に係る支援

計画シート等の作成が適切に行われるよ

う留意すること。 

（以下略） 
 

研修修了者を配置し、かつ、利用者の中

に行動障害を有する者がいる場合は、当

該利用者に係る支援計画シート等を作成

すること。 

 

 

 

 

 

 

（以下略） 

     
     

ｐ.325 ❿施設入所

支援 

留意事項通

知〔第二の

２⑼⑤〕 
 

 ㈤ 報酬告示第９の３のハの重度障害者支援

加算(Ⅲ)については、次のアからウのいず

れの要件も満たす指定障害者支援施設等に

おいて、区分４以上に該当し、かつ、行動

関連項目合計点数が 10 点以上である利用者

に対し、指定施設入所支援等を行った場合

に算定する。 

なお、重度障害者支援加算(Ⅱ)の対象者

については、この加算を算定することがで

きない。 

  ア （略） 

  イ 指定障害者支援施設等に配置されてい

るサービス管理責任者又は生活支援員の

うち１人以上が、実践研修修了者である

こと。また、当該事業所において実践研

修修了者を配置し、かつ、利用者の中に

行動障害を有する者がいる場合は、当該

利用者に係る支援計画シート等を作成す

ること。 

    なお、支援計画シート等については、

対象となる利用者に対して関係者間で必

要な情報を共有し、一貫性のある支援を

行うために、１日の活動の支援に係る支

 ㈤ 報酬告示第９の３のハの重度障害者支援

加算(Ⅲ)については、次のアからウのいず

れの要件も満たす指定障害者支援施設等に

おいて、区分４以上に該当し、かつ、行動

関連項目合計点数が 10 点以上である利用者

に対し、指定施設入所支援等を行った場合

に算定する。 

なお、重度障害者支援加算(Ⅱ)の対象者

については、この加算を算定することがで

きない。 

  ア （略） 

  イ 指定障害者支援施設等に配置されてい

るサービス管理責任者又は生活支援員の

うち１人以上が、実践研修修了者である

こと。また、当該事業所において実践研

修修了者を配置し、かつ、利用者の中に

行動障害を有する者がいる場合は、当該

利用者に係る支援計画シート等を作成す

ること。 
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援計画シート等の作成が適切に行われる

よう留意すること。 

（以下略） 

 

 

（以下略） 

     
     

ｐ.333 ❿施設入所

支援 

留意事項通

知〔第二の

２⑼⑬〕 

●地域移行促進加算の取扱いについて〔第二の

２⑼⑬〕 

 ㈠ 報酬告示第９の８の２のイの地域移行促

進加算(Ⅰ)については、市町村により地域

生活支援拠点等に位置づけられていること

並びに市町村及び拠点関係機関との連携担

当者を１名以上配置していることを都道府

県知事に届け出た指定障害者支援施設等に

おいて算定するものであるが、以下のとお

り取り扱うこととする。 

  ア （略） 

  イ 地域移行促進加算(Ⅰ)については、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定地域相

談支援に要する費用に関する基準（平成

２４年厚生労働省告示第１２４号。以下

「地域相談支援報酬告示」という。）第１

の５の体験宿泊加算➡Ｐ.1100 を算定して

いる期間に限り、１日につき所定単位数

に代えて算定できるものであること。地

域移行促進加算(Ⅰ)の算定期間中にあっ

ては、施設入所支援の外泊に位置付けら

れるものとし、入院・外泊時加算を併せ

て算定できるものであること。なお、外

泊の期間に初日及び最終日は含まないの

で、体験的な宿泊支援の利用開始日及び

終了日は地域移行促進加算(Ⅰ)を算定し

ないものであること。 

（以下略） 

●地域移行促進加算の取扱いについて〔第二の

２⑼⑬〕 

 ㈠ 報酬告示第９の８の２のイの地域移行促

進加算(Ⅰ)については、市町村により地域

生活支援拠点等に位置づけられていること

並びに市町村及び拠点関係機関との連携担

当者を１名以上配置していることを都道府

県知事に届け出た指定障害者支援施設等に

おいて算定するものであるが、以下のとお

り取り扱うこととする。 

  ア （略） 

  イ 地域移行促進加算(Ⅰ)については、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく指定地域相

談支援に要する費用に関する基準（平成

２４年厚生労働省告示第１２４号。以下

「地域相談支援報酬告示」という。）第１

の５の地域移行促進加算(Ⅰ)➡Ｐ.1100 を

算定している期間に限り、１日につき所

定単位数に代えて算定できるものである

こと。地域移行促進加算(Ⅰ)の算定期間

中にあっては、施設入所支援の外泊に位

置付けられるものとし、入院・外泊時加

算を併せて算定できるものであること。

なお、外泊の期間に初日及び最終日は含

まないので、体験的な宿泊支援の利用開

始日及び終了日は体験宿泊支援加算を算

定しないものであること。 

（以下略） 
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ｐ.489 

ｐ.491 

ｐ.493 

⓯就労継続

支援Ａ型 

留意事項通

知〔第二の

３⑷④〕 

●就労移行支援体制加算の取扱いについて〔第

二の３⑷④〕 

 ㈠ 〔前略〕 

通常の事業所に雇用されている者であっ

て労働時間の延長又は休職からの復職の際

に就労に必要な知識及び能力の向上のため

の支援を一時的に必要とするものが、当該

指定就労継続支援Ａ型事業所等において指

定就労継続支援Ａ型等を受けた場合にあっ

ては、当該指定就労継続支援Ａ型等を受け

た後、就労を継続している期間が６月に達

した者を就労定着者として取り扱う。具体

的には、労働時間の延長の場合には指定就

労継続支援Ａ型等の終了日の翌日、休職か

らの復職の場合は実際に企業に復職した日

を１日目として６月に達した者とする。な

お、就労継続支援Ａ型を経て企業等に就労

した後、就労継続支援Ａ型の職場定着支援

の努力義務期間（就職した日から６月（労

働時間の延長又は休職からの復職の際に就

労に必要な知識及び能力の向上のための支

援を一時的に必要とする者が当該指定就労

継続支援Ａ型事業所等において指定就労継

続支援Ａ型等を受けた場合は、当該指定就

労継続支援Ａ型等を受けた後から６月））中

において労働条件改善のための転職支援等

を実施した結果、離職後１月以内に再就職

し、最初の企業等の就職から起算して雇用

を継続している期間が６月（労働時間の延

長又は休職からの復職の際に就労に必要な

知識及び能力の向上のための支援を一時的

に必要とする者が当該指定就労継続支援Ａ

型事業所等において指定就労継続支援Ａ型

等を受けた場合は、当該指定就労継続支援

●就労移行支援体制加算の取扱いについて〔第

二の３⑷④〕 

 ㈠ 〔前略〕 

通常の事業所に雇用されている者であっ

て労働時間の延長又は休職からの復職の際

に就労に必要な知識及び能力の向上のため

の支援を一時的に必要とするものが、当該

就労継続支援Ａ型事業所において就労継続

支援Ａ型を受けた場合にあっては、当該就

労継続支援Ａ型を受けた後、就労を継続し

ている期間が６月に達した者を就労定着者

として取り扱う。具体的には、労働時間の

延長の場合には就労継続支援Ａ型の終了日

の翌日、休職からの復職の場合は実際に企

業に復職した日を１日目として６月に達し

た者とする。なお、就労継続支援Ａ型を経

て企業等に就労した後、就労継続支援Ａ型

の職場定着支援の努力義務期間（就職した

日から６月（労働時間の延長又は休職から

の復職の際に就労に必要な知識及び能力の

向上のための支援を一時的に必要とする者

が当該就労継続支援Ａ型事業所において就

労継続支援Ａ型を受けた場合は、当該就労

継続支援Ａ型を受けた後から６月））中にお

いて労働条件改善のための転職支援等を実

施した結果、離職後１月以内に再就職し、

最初の企業等の就職から起算して雇用を継

続している期間が６月（労働時間の延長又

は休職からの復職の際に就労に必要な知識

及び能力の向上のための支援を一時的に必

要とする者が当該就労継続支援Ａ型事業所

において就労継続支援Ａ型を受けた場合

は、当該就労継続支援Ａ型を受けた後から

６月）に達した者は就労定着者として取り

2025/02/07 
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Ａ型等を受けた後から６月）に達した者は

就労定着者として取り扱う。 

また、過去３年間において、当該指定就

労継続支援Ａ型事業所等において既に当該

者の就労につき就労移行支援体制加算が算

定された者にあっては、都道府県知事又は

市町村長が適当と認める者に限り、就労定

着者として取り扱うこととする。 

㈡ 〔前略〕 

また、労働時間の延長又は休職からの復

職の際に就労に必要な知識及び能力の向上

のための支援を一時的に必要とする者が当

該指定就労継続支援Ａ型事業所等において

指定就労継続支援Ａ型等を受けた場合は、

当該指定就労継続支援Ａ型等を受けた後、

就労を継続している期間が６月に達した者

であり、例えば、令和５年 10 月１日に就職

した後、労働時間の延長のために令和５年

12 月 31 日まで当該指定就労継続支援Ａ型事

業所等において指定就労継続支援Ａ型等を

受けた場合は、令和６年６月 30 日に６月に

達した者となる。 

扱う。 

また、過去３年間において、当該就労継

続支援Ａ型事業所において既に当該者の就

労につき就労移行支援体制加算が算定され

た者にあっては、都道府県知事又は市町村

長が適当と認める者に限り、就労定着者と

して取り扱うこととする。 

 

㈡ 〔前略〕 

また、労働時間の延長又は休職からの復

職の際に就労に必要な知識及び能力の向上

のための支援を一時的に必要とする者が就

労継続支援Ａ型を受けた場合は、当該就労

継続支援Ａ型等を受けた後、就労を継続し

ている期間が６月に達した者であり、例え

ば、令和５年 10 月１日に就職した後、労働

時間の延長のために令和５年 12 月 31 日ま

で当該指定就労継続支援Ａ型事業所におい

て就労継続支援Ａ型を受けた場合は、令和

６年６月 30日に６月に達した者となる。 

     
     
ｐ.531 

 

⓰就労継続

支援Ｂ型 

留意事項通

知〔第二の

３⑸⑤〕 

●就労移行支援体制加算の取扱いについて〔第

二の３⑸⑤〕 

㈢ 上記㈠又は㈡のいずれの場合において

も、就労継続支援Ｂ型を経て企業等に就労

した後、就労継続支援Ｂ型の職場定着支援

の努力義務期間（就職した日から６月（労

働時間の延長又は休職からの復職の際に就

労に必要な知識及び能力の向上のための支

援を一時的に必要とする者が当該指定就労

継続支援Ｂ型事業所等において指定就労継

続支援Ｂ型等を受けた場合は、当該指定就

労継続支援Ｂ型等を受けた後から６月））中

●就労移行支援体制加算の取扱いについて〔第

二の３⑸⑤〕 

㈢ 上記㈠又は㈡のいずれの場合において

も、就労継続支援Ｂ型を経て企業等に就労

した後、就労継続支援Ｂ型の職場定着支援

の努力義務期間（就職した日から６月（就

職した日から６月（労働時間の延長又は休

職からの復職の際に就労に必要な知識及び

能力の向上のための支援を一時的に必要と

する者が当該指定就労継続支援Ｂ型事業所

等において指定就労継続支援Ａ型等を受け

た場合は、当該指定就労継続支援Ｂ型等を
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更新 



において労働条件改善のための転職支援等

を実施した結果、離職後１月以内に再就職

し、最初の企業等の就職から起算して雇用

を継続している期間が６月（労働時間の延

長又は休職からの復職の際に就労に必要な

知識及び能力の向上のための支援を一時的

に必要とする者が当該就労継続支援Ｂ型事

業所において就労継続支援Ｂ型を受けた場

合は、当該就労継続支援Ｂ型を受けた後か

ら６月）に達した者は就労定着者として取

り扱う。 

受けた後から６月））中において労働条件改

善のための転職支援等を実施した結果、離

職後１月以内に再就職し、最初の企業等の

就職から起算して雇用を継続している期間

が６月（労働時間の延長又は休職からの復

職の際に就労に必要な知識及び能力の向上

のための支援を一時的に必要とする者が当

該就労継続支援Ａ型事業所において就労継

続支援Ａ型を受けた場合は、当該就労継続

支援Ａ型を受けた後から６月）に達した者

は就労定着者として取り扱う。 
     

 


